様式１
地方部における観光コンテンツとローカルガイド人材の一体的な質的向上事業
応募申請書
令和　　年　　月　　日　

観光庁　観光地域振興部
観光資源課　自然資源活用推進室　宛

					（申請団体名）
					（申請団体代表者氏名）

　　　（実証事業名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


本事業について、次の資料を添えて、応募申請します。
様式２：実証事業の計画
様式３：必要経費の内訳
なお、本事業は補助金や交付金の類ではなく、観光庁における調査事業の一環として行うものであることを理解し、選定過程及び選定後において、必要に応じて実証事業の内容を申請内容から変更することに異存ありません。

					（代表主体名）
（代表主体における本事業の担当者氏名）
					（部　　署）
					（役　　職）
					（電話番号）
					（電子メール）
	実施地域に国立公園が含まれるか否かについて、該当するものに○をつけてください。
また、環境省自然保護官事務所等に相談のうえ、相談日及び担当者名を記載してください。

	有　　　・　　　無
	有の場合：自然保護官事務所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
事前相談：相談日／担当者名（　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　 ）




申請の際は、必ず以下の申請登録フォームも併せて記載してください
地方部における観光コンテンツとローカルガイド人材の一体的な質的向上事業 申請登録フォーム 
https://forms.office.com/r/Ksn0AiekYf





様式２
実証事業の計画

	項　目
	記入欄

	実証事業名
	

	実証事業の
実施地域
	地域（実証事業の実施地域を指す。以下同じ）を市区町村単位（例：○○県●●市）で記載してください。複数の市区町村を跨ぐ場合は、代表地域と跨ぐ地域全てを記載のうえ、主となる市区町村に（★）を付してください。


	（ふりがな）
申請団体名
	

	団体設立年月日
※設立予定の場合は予定日を記載
	

	代表主体
※単独の主体による申請の場合は、当該申請をする事業者に関する事項を記載
	主体名（ふりがな）

	
	

	
	住所

	
	

	
	代表者（所属・職氏名）

	
	

	
	「地方部における観光コンテンツの充実のためのローカルガイド人材の持続的な確保・育成に向けた有識者会議　令和６年度とりまとめ」を読み、内容を把握しているか

	
	把握済み　（　　年　　月頃）　・　読んだが未把握　・　読んでいない（いずれかに○）

	代表主体以外の
事業者
（適宜行の追加可能）
※①～③は必ず記載
（１者が複数の役割を担うときは当該者を各欄に記載すること）
	種別
	所属名
	代表者職氏名
	担当者職氏名

	
	①自治体
DMO
観光協会等
（いずれか必須）
	
	
	

	
	②観光コンテ
ンツ事業者
	
	
	

	
	③旅行会社
DMC
ランオペ
OTA
（いずれか必須）
	
	
	

	
	④その他
	
	
	

	代表主体以外の
事業者の役割
（適宜行の追加可能）
※①～③は必ず３行程度で詳細に記載
	①自治体
DMO
観光協会等
（いずれか必須）
	



	
	②観光コンテ　
ンツ事業者
	観光コンテンツの造成・販売を事業実施者以外の者に委託する場合には、過去１年間のガイドツアー売上、継続稼働ガイド人数（延べ人数ではなく実人数）等も記載してください。


	
	③旅行会社
DMC
ランオペ
OTA
（いずれか必須）
	



	
	④その他
	人材育成の根幹を担う部分を事業実施者以外の者に委託する場合には、当該者のガイド実務経験又は育成事業の実績及び年数等も記載してください。


	実証事業期間の
推進体制図と
役割
	[bookmark: _Hlk224825344]代表主体及びそれ以外の事業者で構成された推進体制について、上記の役割を踏まえた推進体制図等を示し、実証事業における地域関係者、観光コンテンツ事業者及び体験商品の募集機能を担う者等の役割や活動内容、連携方法（再委託を予定している場合は「委託」を付記）を記載してください。例えば、人材確保における声かけ、人材育成、稼働機会の提供（コンテンツへのアサイン）等について、どの事業者がどのような流れで行い、ローカルガイドに関与するのか記載してください。
なお、推進体制について、申請前に事業者間で調整・構築してください。












	実証事業終了後における中長期の推進体制と
役割
	[bookmark: _Hlk224819621][bookmark: _Hlk224824900]代表主体及びそれ以外の事業者で構成された推進体制について、実証事業終了後における地域関係者、観光コンテンツ事業者及び体験商品の募集機能を担う者等の中長期の役割や活動内容、連携方法を記載してください。また、役割を果たすために、どのように地域関係者、観光コンテンツ事業者及び体験商品の募集機能を担う者等が事業を推進していくか、実証事業終了後の自走化も視野に入れて、事業者間で調整のうえ記載してください。











	団体の
規約等
※自治体は記載
及び添付不要
	　　有　　　・　　　作成中　　　（いずれかに○）
※応募申請書に添付してください（作成中の場合を含む）

	
	【目的】
【事業内容】
【活動エリア】
【事務処理及び会計処理の方法】

	経理担当
予定者
	経理担当予定者（主担当、副担当）は代表主体とし、所属・役職・氏名、国庫補助事業業務や受託業務の経理の実績や年数等について記載してください。
【所属名】　　　　　　　　　　　　　　　　　【職氏名】　　　　　　　　　　　　　　　　
【実績及び年数】

	観光コンテンツ
（適宜行の追加可能）
	[bookmark: _Hlk224824327][bookmark: _Hlk224819697]育成したガイドに対し、具体的な観光コンテンツへアサインされる機会を設定するなど具体的な稼働機会が連動する観光コンテンツについて詳細に記載してください（研修は行うが、育成したガイドと具体的な稼働機会が連動しない場合や既存の観光コンテンツの紹介のみに留まる場合等は対象外です）。
販売価格及びガイドフィーについては、単価を記載のうえ、単位を○で囲んでください。また、新規／既存については、新たに観光コンテンツを造成する場合又は既存の観光コンテンツを活用する場合のいずれかに○を付けてください（ただし、新たに造成する場合においては、令和８年（暦年）中の販売開始を必須とします）。
なお、観光コンテンツが複数ある場合は下表をコピーのうえ観光コンテンツごとに記載してください。

	観光コンテンツ名
	

	概　　要
	３行程度で記載



	実施エリア
	

	ターゲット
	インバウンドは必ず記載すること



	販売価格
	　　　　　円（１名あたり・１グループあたり・その他（　　　　　　））

	ガイドフィー
	　　　　　円（１名あたり・１グループあたり・その他（　　　　　　））

	所要時間
	　　　　　時間　　　　分

	活用する地域資源
	

	催行人数
	最少　　　　名　　　　最大　　　　名

	新規／既存
	新たに造成 ・ 既存の観光コンテンツを活用　（いずれかを選択）

	モニターツアー
	あり（価格　　円（１名あたり・１グループあたり・その他（　　））　　
・　なし　（いずれかを選択）

	販売開始予定月
	令和　　年　　月（既存の場合は販売開始した時期を記載）

	販売方法
	直販　・　旅行会社やDMC　・　OTA　・　その他（　　　　　　）

	販売目標件数
（実証事業期間）
	　　　　　　件

	（既存の場合）
現時点の販売実績、分析、改善点
	３行程度で記載






	地域特性
	地域の国内外の旅行者の実績、旅行者のニーズ及びターゲット（居住地、地域における着地旅行消費額、FIT向けかツアー客向けか、市場規模（概算）等）を記載してください。





	持続可能な観光
への寄与
	観光コンテンツの催行地域がベストツーリズムビレッジ（BTV）・グリーンディスティネーション（GD）・JSTS-Dのいずれかの認証を取得している場合は○を付けてください（観光コンテンツが複数ある場合は１つでも該当していれば可。評価において勘案します）。
BTV　　　・　　　GD　　　・　　　JSTS-D　　　（いずれかに○）

	モデル観光地
取組との連動
	地方における高付加価値なインバウンド観光地づくり　モデル観光地に選定されており、連動したガイドに関する取組を実施している場合は、その取組内容について記載してください。








	項目
	記入欄

	地域課題及び方向性
	記入者
	①地域の現状・課題（観光のほか、産業・農林水産業等を含む）、②地域のガイドに係る現状・課題、③地域の目指すべき姿、④目指すべき姿を実現するためのローカルガイド施策の方向性について、原則として、推進体制内の自治体（基礎自治体又は広域自治体を問わない）、DMO又は観光協会等のいずれかが記載してください（自治体、DMO又は観光協会等のいずれかが記載した場合は、評価において勘案します）。複数の市区町村を跨ぐ場合は、原則として代表地域と跨ぐ地域を管轄する広域自治体、広域連携DMO又は都道府県DMOが記載してください。
なお、自治体、DMO又は観光協会等での記載が困難な場合は、代表主体が地域ビジョン（自治体が定める観光振興計画等）との親和性も含めて記載してください。
以下①～④について記入しました。
【所属名】　
【職氏名】　

	
	①地域の現状・課題
（観光のほか、産業・農林水産業等を含む）
	































	
	②地域のガイドに係る
現状・課題
	有識者会議「令和６年度とりまとめ」を踏まえ、ローカルガイド人材の確保・育成に関する現状整理と課題分析の結果等を記載してください。
例えば、地域にどれだけのローカルガイドが存在し、稼働している又はその意向があるのか、どれほどの需要があるのか、また、体験商品の募集機能を担う者（旅行会社、DMC、ランドオペレーター等）がローカルガイドの能力や強み、需要に対してどの程度のローカルガイドが存在するか把握できているか、観光コンテンツとローカルガイド人材の質の向上や持続可能な確保・供給の観点から、可能な範囲で記載してください。なお、把握している場合は、地域通訳案内士等も含め、地域内のローカルガイドの人数、実際に稼働している人数や稼働率、今後の稼働意向、ガイドを付けた観光に対する需要規模等も記載してください。
また、これら現状・課題に対し、独自で取り組んできた取組がありましたら、取組状況について記載してください。



















	
	③地域の
目指すべき姿
	地域の現状・課題や、地域のガイドに係る現状・課題を踏まえ、中長期的にどのような観光地域づくりを行い、それを実現するためにガイドについてどのような姿・あり方を目指していくのか、観光コンテンツとローカルガイド人材の質の向上や持続可能な確保・供給の観点から記載してください。















	
	④目指すべき姿を実現するためのローカルガイド施策の
方向性
	地域におけるローカルガイドに係る人材確保・人材育成・継続的に活躍できる仕組みづくりについて、これまでの取組状況と、その中で明らかになっている課題を記載してください。併せて、②地域のガイドに係る現状・課題を踏まえ、③地域の目指すべき姿・あり方を実現するために、中長期的に地域としてどのような方向性でこれらの施策に取り組むのか、観光コンテンツとローカルガイド人材の質の向上や持続可能な確保・供給の観点から記載してください。
なお、実証事業の内容を要約して記載する類のものではありません。











































	　項目
	記入欄

	実証事業
の目的と
その後の目標
	地域のガイドに係る現状・課題を踏まえ、実証事業の狙い・目的、実証事業期間中に地域がどのような姿・あり方になることを目指しているのかを記載してください。また、自走化していくことを前提に、実証事業終了後の目標・展開も併せて記載してください。
















	特に求める
取組への該当有無
	公募要領「Ⅱ.募集内容等」に示す「特に求める取組」のうち、該当する取組内容に○を付けてください。

	
	①需要多・人材多に示す取組
	②需要少・人材少に示す取組
	③該当なし

	
	
	
	

	目標人数
（人）
	取組内容に応じて下表の目標人数を記載してください。
・新たに人材を確保する場合で選考を実施する場合：申込者数、選考受験者数及び選考通過者数、育成者数及びコンテンツへアサインするガイド数
・新たに人材を確保する場合で選考を実施しない場合：申込者数、育成者数及びコンテンツへアサインするガイド数
・新たに人材を確保せず、これまで育成してきた人材の質の向上を図る場合：育成者数及びコンテンツへアサインするガイド数

	
	申込者数
	選考受験者数
	選考通過者数
	育成者数
	コンテンツへ
アサインする
ガイド数

	
	
	
	
	
	

	人材確保
の取組
	「人材確保」の取組内容について、具体的に記載してください。新たに人材を確保する場合においては、募集方法（使用媒体、選考有無・選考方法）も記載してください。また、KPI（実証事業期間）及びKGI（令和９年度末）を記載してください（定量・定性を問いません）。




























【KPI（実証事業期間）】
【KGI（令和９年度末）】

	人材育成
の取組
	「人材育成」の取組内容について、具体的に記載してください。また、KPI（実証事業期間）及びKGI（令和９年度末）を記載してください（定量・定性を問いません）。




























【KPI（実証事業期間）】
【KGI（令和９年度末）】

	ローカルガイド人材が
継続的に
活躍できる仕組みづくり（継続活躍）の取組
	「ローカルガイド人材が継続的に活躍できる仕組みづくり」（継続活躍）の取組内容について、具体的に記載してください。また、KPI（実証事業期間）及びKGI（令和９年度末）を記載してください（定量・定性を問いません）。












































【KPI（実証事業期間）】
【KGI（令和９年度末）】

	安全管理の取組
	[bookmark: _Hlk224822491][bookmark: _Hlk224822590]ローカルガイド及び訪日外国人旅行者の安全を確保するため、本事業で活用する観光コンテンツに係る安全管理の考え方や対応（どのように取り組むのか）等を具体的に記載してください。
また、本事業で活用する観光コンテンツに限らず、推進体制内の観光コンテンツ事業者等において安全管理の考え方や対応等があれば、事業者名及びその内容を記載してください。






















	スケジュール
	実証事業期間内（令和８年７月～令和９年２月初旬）の計画
実証事業期間において、「人材確保」「人材育成」「継続的に活躍できる仕組みづくり」に記載された取組をいつ行うかが分かるよう、実施スケジュールを記載してください。適宜、図や表等を記載いただいても差し支えありません。


















	
	実証事業終了後（令和９年度以降）の事業方針・計画
実証事業終了後の方針と、各取組の実施スケジュール（ロードマップ）を記載してください。適宜、図や表等を記載いただいても差し支えありません。










	実証事業
と連動
する取組
	過去の取組（実施内容）との連動・区別
過去（３年以内）に観光庁等で類似の事業の採択実績がある場合は、事業名、採択年度及び事業内容を記載してください。特に事業内容については、本申請との違いが明確となるよう記載してください。連携している場合は、全体の計画のうちどの部分が本事業にあたるのか等、詳細を記載してください。


	
	令和８年度の他事業での取組（実施内容）との連動・区別
本事業との相乗効果が期待できる令和８年度実施予定の取組があれば、それと本事業への申請内容との違いが明確となるよう、記載してください。（地域自らの費用で実施又は国等による他の補助制度等を活用し実施するものを含む。）


	特記事項
	その他特記事項がありましたら記載してください。




原則として本様式の書式設定やスタイル設定等を変更しないでください。青字の記入要領は、このヘッダー部分も含めて提出時に削除してください。ファイルの容量は、本様式１～３（作成後、一式をPDF形式にまとめたもの）及び「事業概要説明書」（様式２の黄色マーカー箇所をPowerPoint形式に記載したもの）の２点で、合わせて10MB以内としてください。できるだけ明瞭かつ具体的に、写真や図等も引用しつつ記載してください。写真や図については、公表可能なものを使用してください。
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様式３
　必要経費の内訳

	団体名
	

	実証事業名
	

	項目
	単位
	数量
	単価
	項目合計（税込）（円）
	備考（使途・内訳等）

	Ⅰ．実証事業等の費用
	ⅰ. 人件費・賃金
	
	
	
	
	· 実証事業を行うために必要な人件費（例：調査・評価・検証、モデルケース構築のための企画立案・調整等に従事する者の人件費）。
· 実証事業に係る事務を補助するために任用する臨時職員の賃金。

	
	ⅱ. 旅費
	
	
	
	
	· 実証事業を行うために必要な出張等に係る経費。

	
	ⅲ. 謝金
	
	
	
	
	· 実証事業を行うために必要な謝金（例：会議等に出席した外部専門家等に対する謝金）。
※国の支出基準の範囲内で事業実施者の謝金規定等に基づき計上。

	
	ⅳ. 広告宣伝費
	
	
	
	
	· 実証事業に係る観光コンテンツとローカルガイド人材の情報発信・広報等に必要な費用（例：ウェブサイト・パンフレット等の制作費、SNS運営費、メディア等へのリリースに要する費用）。

	
	ⅴ. 借料及び損料
	
	
	
	
	· 実証事業を行うために必要な機械器具、会場、物品等のリース・レンタルに要する経費。

	
	ⅵ. 消耗品費
	
	
	
	
	· 実証事業を行うために必要な消耗品（例：紙、封筒、ファイル、文具用品類）の購入に要する経費（１組又は１個税込５万円未満）。ただし、本事業等のみで使用されることが確認できるものに限る。

	
	ⅶ. その他諸経費
	
	
	
	
	· 実証事業を行うために必要な経費のうち、当該事業等のために使用されることが特定・確認できるものであって、ⅰ.～ⅵ.のいずれの区分にも属さないもの。（例：郵便料、損害保険料、印刷費）

	Ⅱ. 再委託費
	
	
	
	
	· 観光庁が別途指定する事業事務局との取決めにおいて、事業実施者が実証事業の一部を当該事業者以外に行わせるために必要な経費。
注：再委託費の内訳を、金額・使途・再委託先等の別に明示して、この欄に記載してください（再委託先が未定の場合はその旨記載してください）。
　　他の項目と含めて広告宣伝等も委託する場合は、再委託費に計上してください。

	合　　計
	
	
	
	
	


※本資料は、選定に際しての目安とするためのものであり、本実証事業の金額を決定するものではありません。また、成果目標に対する達成状況及び報告書の内容によっては、一部又は全部の経費を支払わない場合があります。なお、事業の選定後に虚偽等が発覚した場合も同様です。
